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 The purpose of this paper is to explore how companies utilize patent attorneys. 
Main works of patent attorneys are patent application, advice for corporate strategy of 
intellectual property and conflict resolution. Although the importance of strategy of 
intellectual property was frequently pointed out, little research treats a role of patent 
attorneys. As patent attorneys commit to corporate strategy of intellectual property, it 
is important task for companies to utilize patent attorneys as professionals. Using 
patent application document, this paper compares the way to utilize patent attorneys 
of four major pharmaceutical companies (Takeda, Astellas, Daiichi-Sankyo, Eisai). 
Firstly, we analyze teams of patent attorneys using social network analysis. Next, we 
specify main patent attorneys who commit to applications in each company. These 
results show that the way of using patent attorneys of these four companies is 
different. Our findings provide insightful implications not only for commercial 




































































































































武田 アステラス 第一三共 エーザイ







1 高島 一 308 森田 拓 325 石橋 公樹 191 稲葉 良幸 77
2 田中 光雄 120 矢野 恵美子 324 矢口 敏昭 174 田中 克郎 74
3 土井 京子 111 鈴木 頼子 316 中村 有希子 87 大貫 敏史 62
4 鎌田 光宜 111 濱井 康丞 260 竹元 利泰 87 長谷川 芳樹 58
5 田村 弥栄子 111 森田 憲一 29 児玉 博宣 87 小林 浩 57
6 山本 健二 111 山口 健次郎 27 金原 玲子 87 片山 英二 57
7 村田 美由紀 111 高島 一 16 北野 範子 86 大森 規雄 57
8 元山 忠行 100 君塚 哲也 14 今村 真有 86 木元 克輔 55
9 冨田 憲史 100 寺内 輝和 14 越後 友希 64 大賀 眞司 54
10 山崎 宏 59 飯室 加奈 14 特許業務法人アルガ特許事務所 44 鈴木 康仁 46
11 小林 浩 58 森平 浩一郎 14 高野 登志雄 40 浅村 皓 46
12 片山 英二 56 影山 路人 14 中嶋 俊夫 40 浅村 肇 46
13 小林 純子 47 秋山 敦 9 村田 正樹 40 池田 幸弘 46
14 松谷 道子 46 城田 百合子 9 山本 博人 40 長沼 暉夫 45
15 高橋 秀一 38 植木 久一 4 有賀 三幸 39 清水 初志 39
16 関口 陽 37 菅河 忠志 4 的場 ひろみ 8 古谷 聡 36
17 志賀 美苗 25 二口 治 4 守屋 嘉高 8 溝部 孝彦 36
18 小池 順造 24 伊藤 浩彰 4 大野 詩木 8 内藤 和彦 34
19 當麻 博文 24 大門 良仁 3 松田 政広 8 寺崎 史朗 31
20 青山 葆 19 長井 省三 3 小栗 昌平 7 新見 浩一 28
21 野河 信太郎 3 本多 弘徳 7




















































































武田 アステラス 第一三共 エーザイ







1 社外 37 高島国際特許事務所 社内 23 社内 7 社外 38 TMI総合法律事務所
2 社外 36 青山特許事務所 社内 16 社内 12 社外 37 TMI総合法律事務所
3 社外 10 高島国際特許事務所 社内 12 社内 3 社外 16 TMI総合法律事務所
4 社外 8 高島国際特許事務所 社内 8 社内 4 社外 31 創英国際特許法律事務所
5 社外 11 高島国際特許事務所 社外 29 森田国際特許事務所 社内 4 社外 27 阿部・井窪・片山法律事務所
6 社外 10 高島国際特許事務所 社外 8 森田国際特許事務所 社内 12 社外 25 阿部・井窪・片山法律事務所
7 社外 12 高島国際特許事務所 社外 37 高島国際特許事務所 社内 13 社外 11 阿部・井窪・片山法律事務所
8 社外 13 謝国際特許事務所 社内 7 社内 6 社外 9 創英国際特許法律事務所
9 社外 11 青山特許事務所 社内 4 社内 10 社外 26 サンネクスト国際特許事務所
10 社外 34 青山特許事務所 社内 4 社外 *2 社外 19 阿部・井窪・片山法律事務所
11 社外 27 阿部・井窪・片山法律事務所 社内 4 社外 39 特許業務法人アルガ特許事務所 社外 49 特許業務法人浅村特許事務所
12 社外 25 阿部・井窪・片山法律事務所 社内 2 社外 24 特許業務法人アルガ特許事務所 社外 44 特許業務法人浅村特許事務所
13 社外 26 阿部・井窪・片山法律事務所 社外 30 秋山国際特許商標事務所 社外 12 特許業務法人アルガ特許事務所 社外 20 特許業務法人浅村特許事務所
14 社外 17 青山特許事務所 社外 15 秋山国際特許商標事務所 社外 15 特許業務法人アルガ特許事務所 社外 30 特許業務法人浅村特許事務所
15 社内 *1 社外 40 アスフィ国際特許事務所 社外 47 特許業務法人アルガ特許事務所 社外 20 清水国際特許事務所
16 社内 18 社外 13 アスフィ国際特許事務所 社外 21 特許業務法人アルガ特許事務所 社外 31 古谷特許事務所
17 社外 10 青山特許事務所 社外 10 二口知的財産事務所 社外 11 牛木国際特許事務所 社外 40 古谷特許事務所
18 社外 4 高島国際特許事務所 社外 10 アスフィ国際特許事務所 社外 8 特許業務法人アルガ特許事務所 社外 8 TMI総合法律事務所
19 社外 2 高島国際特許事務所 社外 7 マイラン製薬 ( 株 ) 社外 9 薫風国際特許事務所 社外 27 創英国際特許法律事務所
20 社外 55 青山特許事務所 社外 29 知的財産戦略ネットワーク(株) 社外 18 栄光特許事務所 社外 10 清水国際特許事務所
21 社外 50 野河特許事務所 社外 19 栄光特許事務所

























































































































































Burt RS (1992) Structural Holes: The Social Structure of Competition. Harvard University 
Press.
Burt RS (2007) Brokerage and Closure: An Introduction to Social Capital. Oxford 
University Press.
Cross R and Parker A (2004) The Hidden Power of Social Networks: Understanding How 
Work Really Gets Done in Organizations. Harvard Business School Press.
Golden JM (2008) “Construing Patent Claims According to Their ‘Interpretive Community’: 
A Call for an Attorney-Plus-Artisan Perspective,” Harvard Journal of Law and 
Technology. 2, pp. 321‒386.
Melethil S (2005) “Patent Issues in Drug Development: Perspectives of a Pharmaceutical 


































会計監査法人の事例研究からの一考察」『日本経営学会誌』 (23), pp. 63‒74。
日本弁理士会ホームページ　http://www.jpaa.or.jp/。
藤井久子（2007）『弁理士になるには』ぺりかん社。
一橋大学イノベーション研究センター（2001）『イノベーション・マネジメント入
門─マネジメント・テキスト』日本経済新聞社。
延岡健太郎（2006）『MOT “技術経営” 入門』日本経済新聞社。
丸島儀一（2002）『キヤノン特許部隊』光文社新書。
注 １） 第一三共は第一三共本体のみ、エーザイはエーザイ・アール・アンド・ディー・マネ
ジメントとエーザイ本体から出願されているものを対象とした。エーザイ・アール・ア
ンド・ディー・マネジメントは、エーザイの特許管理会社である。これらの４社を選ん
だ理由は、日本の医薬品専業企業の中で売上が最も大きいからである。
２） ただし、エーザイは、26件で弁理士が確認できなかった。
３） 単独出願のみを対象としたのは、共同出願の場合には相手企業の弁理士が活用された
り、社外弁理士が活用されたりと、いくつかのケースが考えられるため、データにおけ
るばらつきを避ける理由からである。また、本分析では、特許が登録されたか否かは分
析対象外であることに留意されたい。
４） こうした企業間のばらつきがなぜ起こるのかについて、淺羽（1999）の同質的行動の
研究から着想を得つつ分析を深める必要があろう。
